
令和２年第５回 
教育委員会定例会議案 

多賀城市教育委員会 



令和２年第５回教育委員会定例会議事日程 

                   令和２年５月２６日（火）

                    午後１時 開 会

多賀城市役所３階 第２委員会室

日程第１ 前回議事録の承認について 

日程第２ 議事録署名委員の指名について 

日程第３ 諸般の報告 

事務事業等の報告 

日程第４ 議 事 

臨時代理事務  臨時代理の報告について（令和２年度多賀城市
報告第１４号  一般会計補正予算（第２号）に対する意見）

議案第 ８ 号  多賀城市立図書館運営審議会委員の人事につい
て

日程第５ その他 



諸 般 の 報 告

 令和２年第４回教育委員会定例会以降の事務事業の執行状況及び諸会議等の

状況は、次のとおりです。 

■教育総務課関係 

４月２４日、２８日及び３０日、５月１５日、多賀城市感染症災害対策本部

会議が開催され、県内の新型コロナウイルス感染症の発生状況に応じた本市の

対応等を協議しました。５月１５日現在の対応状況は、別表のとおりです。 

５月１９日、令和２年第２回市議会臨時会が開催され、本日臨時代理事務報

告をいたします「令和２年度多賀城市一般会計補正予算（第２号）」について、

原案のとおり可決されました。 

市立小中学校については、５月３１日まで臨時休業を延長していますが、緊

急事態宣言の解除に伴い、６月１日からの学校再開に向けて５月中に登校日を

設ける等、各学校において準備を進めております。 

今後、学校の再開に当たっては、教室内の換気や消毒を実施するとともに、

「密閉」「密室」「密接」が重ならないよう配意し、保護者及び児童生徒に対

して不要不急の外出自粛、検温、手洗い、うがい等の注意喚起を徹底するなど、

感染拡大防止に努めることとしています。 

■生涯学習課関係 

報告事項なし 

■文化財課関係 

報告事項なし 

令和２年５月２６日提出 

                        多賀城市教育委員会 

                         教育長 麻生川 敦 
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(別表)
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臨時代理事務報告第１４号  

   臨時代理の報告について  

 教育長に対する事務委任等規則（昭和４７年多賀城市教育委員会規則

第７号）第３条の規定により、次のとおり臨時に代理したので、同規則

第６条第４号の規定により報告する。  

  令和２年５月２６日提出  

                     多賀城市教育委員会  

教育長 麻生川 敦  

-6-



臨時代理事務報告第１４号  

   臨時代理の報告について  

 教育長に対する事務委任等規則（昭和４７年多賀城市教育委員会規則

第７号）第３条の規定により、次のとおり臨時に代理したので、同規則

第６条第４号の規定により報告する。  

  令和２年５月２６日提出  

                     多賀城市教育委員会  

教育長 麻生川 敦  
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臨時代理書  

教育長に対する事務委任等規則（昭和４７年多賀城市教育委員会規則

第７号）第３条の規定により、次のとおり臨時に代理する。  

令和２年５月１３日  

多賀城市教育委員会   

教育長  麻生川  敦   

令和２年度多賀城市一般会計補正予算（第２号）に対する  

意見について  

このことについて、市長から地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定に基づく意見を求めら

れたことから、異議ない旨回答する。  
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臨時代理事務報告第１４号関係資料

令和２年度

教育委員会所管

一般会計補正予算（第２号）書

多賀城市教育委員会
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議案第   号  

   令和２年度多賀城市一般会計補正予算（第２号）  

 令和２年度多賀城市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，９２２，６６６千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１，１４９，３２０

千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

（債務負担行為の補正）  

第２条  債務負担行為の変更は、「第２表  債務負担行為補正」による。  

  令和２年５月   日提出  

                   多賀城市長  菊地  健次郎  
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15 4,664,834 6,675,739 11,340,573

1 国庫負担金 3,335,310 4,253 3,339,563

2 国庫補助金 1,319,652 6,671,486 7,991,138

16 1,755,693 120,000 1,875,693

2 県補助金 497,569 120,000 617,569

19 1,236,724 123,403 1,360,127

1 基金繰入金 1,236,721 123,403 1,360,124

21 668,803 3,524 672,327

5 雑入 179,068 3,524 182,592

24,226,654 6,922,666 31,149,320

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

国庫支出金

県支出金

繰入金

諸収入

歳　　入　　合　　計

１　予算総括
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2 3,132,778 6,334,635 9,467,413

1 総務管理費 2,611,476 6,334,635 8,946,111

3 9,935,864 121,672 10,057,536

1 社会福祉費 3,528,427 6,905 3,535,332

2 児童福祉費 5,035,156 114,767 5,149,923

7 336,587 358,457 695,044

1 商工費 336,587 358,457 695,044

9 715,904 3,630 719,534

1 消防費 715,904 3,630 719,534

10 3,194,930 29,272 3,224,202

2 小学校費 340,891 17,839 358,730

3 中学校費 239,425 9,531 248,956

4 社会教育費 1,407,707 1,902 1,409,609

14 53,997 75,000 128,997

1 予備費 53,997 75,000 128,997

24,226,654 6,922,666 31,149,320

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計

総務費

民生費

商工費

消防費

教育費

予備費
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第２表　　債務負担行為補正

（変更）

202,715
令和７年度まで 令和７年度まで

各種保守点検業務委
託

令和３年度から
117,385 千円

令和３年度から
千円

令和７年度まで 令和７年度まで
パソコン借上料

事 項
変 更 前 変 更 後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額

令和３年度から
174,218

令和３年度から
216,908 千円千円
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１　総　　括

（歳　　入）

15 国庫支出金 4,664,834 6,675,739 11,340,573

16 県支出金 1,755,693 120,000 1,875,693

19 繰入金 1,236,724 123,403 1,360,127

21 諸収入 668,803 3,524 672,327

24,226,654 6,922,666 31,149,320歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

2 総務費 3,132,778 6,334,635 9,467,413

3 民生費 9,935,864 121,672 10,057,536

7 商工費 336,587 358,457 695,044

9 消防費 715,904 3,630 719,534

10 教育費 3,194,930 29,272 3,224,202

14 予備費 53,997 75,000 128,997

24,226,654 6,922,666 31,149,320

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計
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国庫支出金 県支出金 地　方　債 そ　の　他

6,334,635

119,243 2,429

193,761 120,000 44,696

3,630

7,735 21,537

75,000

6,655,374 120,000 3,630 143,662

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円
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教育費国庫補助金5 257,562 7,735 265,297

補　正　額

 千円

6,671,486千円

 千円

計

　２項　国庫補助金

 千円

款　　　　　項　　　　　目 補正前の額

１５款　国庫支出金 6,675,739千円

２　歳入
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　１５款　国庫支出金

　　　　･家庭学習のための通信機器整備支援事業
　　　　[補正前 0円]

　　　収入見込額　　　　　　　　        3,255
　　　　[公立学校情報機器整備費補助金交付要綱]

　　　差引額　　　　　　　　　　        1,475
  2 小学校情報機器整備費補助金 3,255

　　　　補正額 1,475,000円-0円=1,475,000円
　　　計上済額　　　　　　　　　            0

　　　　[補正前 0円]
　　　　[補正後 2,950,000円×1/2=1,475,000円]

　　　収入見込額　　　　　　　　        1,475
　　　　[学校保健特別対策事業費補助金交付要綱]

金   1 学校保健特別対策事業費補助金 1,475
小学校費補助 4,7301

　　　差引額　　　　　　　　　　          823

〇教育総務課

　　　　補正額 1,019,000円-196,000円=823,000円
　　　計上済額　　　　　　　　　        2,440

　　　　[補正前 一時生活支援事業委託料 294,000円×2/3=196,000円]
　　　　[補正後 一時生活支援事業委託料 1,528,800円×2/3≒1,019,000円]

　　　収入見込額　　　　　　　　        3,263
　　　　一時生活支援事業

助金
生活保護費補 8235 〇生活支援課

  1 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 823

　　　計上済額　　　　　　　　　            0
　　　差引額　　　　　　　　　　        4,700

　　　　[補正後 4,700,000円×10/10=4,700,000円]
　　　　補正額 4,700,000円-0円=4,700,000円

        ]
　　　　[補正前 0円]

　　　収入見込額　　　　　　　　        4,700
　　　　[令和2年度子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金交付要綱

  3 子育て世帯への臨時特別給付金給付事務費補助金 4,700

　　　計上済額　　　　　　　　　            0
　　　差引額　　　　　　　　　　       88,000

　　　　[補正後 88,000,000円×10/10=88,000,000円]
　　　　補正額 88,000,000円-0円=88,000,000円

        ]
　　　　[補正前 0円]

　　　収入見込額　　　　　　　　       88,000
　　　　[令和2年度子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金交付要綱

　　　差引額　　　　　　　　　　       15,587
  2 子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金 88,000

　　　　補正額 15,587,000円-0円=15,587,000円
　　　計上済額　　　　　　　　　            0

　　　　[補正前 0円]
　　　　[補正後 15,587,000円×10/10=15,587,000円]

　  2 新型コロナウイルスの感染拡大防止を図る事業 15,587
　　　収入見込額　　　　　　　　       15,587

　　　計上済額　　　　　　　　　       32,615
　　　差引額　　　　　　　　　　        5,880

　　　　[補正後 97,846,000円×1/3+5,880,000円×10/10≒38,495,000円]
　　　　補正額 38,495,000円-32,615,000円=5,880,000円

　　　収入見込額　　　　　　　　       38,495
　　　　[補正前 97,846,000円×1/3≒32,615,000円]

　　　　[子ども・子育て支援交付金交付要綱]
　  1 放課後児童健全育成事業 5,880

 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　分 金　　　　　額
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120,000497,569 617,569計

商工費補助金8 0 120,000 120,000

120,000県補助金 497,5692

1,875,693

617,569

16 県支出金 1,755,693 120,000

１６款　県支出金

　２項　県補助金 120,000千円

120,000千円

1,319,652 7,991,138計 6,671,486

款　　　　　項　　　　　目 補正前の額 補　正　額

 千円

6,675,739千円

6,671,486千円

 千円

計

　２項　国庫補助金

 千円

１５款　国庫支出金
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　１５款　国庫支出金　１６款　県支出金

　　　差引額　　　　　　　　　　      120,000

　　　　補正額 120,000,000円-0円=120,000,000円
　　　計上済額　　　　　　　　　            0

　　　　[補正前 0円]
　　　　[補正後 300,000円×600件×補助率2/3=120,000,000円]

止協力金交付 　　　収入見込額　　　　　　　　      120,000
　　　　[宮城県新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止協力金交付事業補助金交付要綱]事業補助金

感染症拡大防
ロナウイルス   1 宮城県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金交付事業補助金

120,000

〇商工観光課宮城県新型コ 120,0001

　　　計上済額　　　　　　　　　            0
　　　差引額　　　　　　　　　　        2,030

　　　　[補正後 補助対象経費140,000円×1/2=70,000円]
　　　　補正額 70,000円-0円=70,000円

　　　　･学校からの遠隔学習機能の強化事業
　　　　[補正前 0円]

　　　　[補正後 補助対象経費1,960,000円×10/10=1,960,000円]
　　　　補正額 1,960,000円-0円=1,960,000円

　　　　･家庭学習のための通信機器整備支援事業
　　　　[補正前 0円]

　　　収入見込額　　　　　　　　        2,030
　　　　[公立学校情報機器整備費補助金交付要綱]

　　　差引額　　　　　　　　　　          975
  2 中学校情報機器整備費補助金 2,030

　　　　補正額 975,000円-0円=975,000円
　　　計上済額　　　　　　　　　            0

　　　　[補正前 0円]
　　　　[補正後 1,950,000円×1/2=975,000円]

　　　収入見込額　　　　　　　　          975
　　　　[学校保健特別対策事業費補助金交付要綱]

金
中学校費補助 3,0052 〇教育総務課

  1 学校保健特別対策事業費補助金 975

　　　計上済額　　　　　　　　　            0
　　　差引額　　　　　　　　　　        3,255

　　　　[補正後 補助対象経費210,000円×1/2=105,000円]
　　　　補正額 105,000円-0円=105,000円

　　　　･学校からの遠隔学習機能の強化事業
　　　　[補正前 0円]

　　　　[補正後 補助対象経費3,150,000円×10/10=3,150,000円]
　　　　補正額 3,150,000円-0円=3,150,000円

 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　分 金　　　　　額
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179,068 182,592計 3,524

雑入

3,524

179,041 3,524 182,565

雑入 179,0685

2

182,592

21 諸収入 668,803 3,524 672,327

123,403

２１款　諸収入

　５項　雑入 3,524千円

3,524千円

1,236,721 1,360,124計

東日本大震災復興基金繰入金11 122,293 3,630 125,923

財政調整基金繰入金1

1,360,124

415,191 119,773 534,964

123,403基金繰入金 1,236,7211

19 繰入金 1,236,724 123,403 1,360,127

 千円

款　　　　　項　　　　　目 補正前の額 補　正　額

 千円

123,403千円

123,403千円

 千円

計

１９款　繰入金

　１項　基金繰入金
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　１９款　繰入金　２１款　諸収入

　　　計上済額　　　　　　　　　            0
　　　差引額　　　　　　　　　　        3,524

　　　収入見込額　　　　　　　　        3,524
　  1 学校臨時休業対策費補助金 3,524

3,5246 雑入
  1 雑入 3,524
〇学校給食センター

　　　差引額　　　　　　　　　　        3,630

　　　　･災害用備蓄品整備事業 3,630,000円
　　　計上済額　　　　　　　　　      122,293

金 　　　収入見込額　　　　　　　　      125,923
　　　　[対象事業]

復興基金繰入   1 東日本大震災復興基金繰入金 3,630
東日本大震災 3,6301

　　　差引額　　　　　　　　　　      119,773

〇市長公室

　　　収入見込額　　　　　　　　      534,964
　　　計上済額　　　　　　　　　      415,191

繰入金   1 財政調整基金繰入金 119,773
財政調整基金 119,7731 〇市長公室

 千円  千円

説　　　　　　　　　　　　　　明
節

区　　　　分 金　　　　　額

-25-



3,255
国庫支出金

教育振興費2 76,862 11,5843,25514,839 91,701

1,475
国庫支出金

1,4753,000 267,029学校管理費1 264,029 1,525

340,891 13,1094,73017,839 358,730小学校費2

21,5377,73529,272 3,224,202教育費10 3,194,930

17,839千円

29,272千円

　２項　小学校費

１０款　教育費

715,904 719,534計 3,6303,630

3,630
繰入金

3,630 44,425災害対策費3 40,795 3,630

715,904 3,6303,630 719,534消防費1

3,6303,630 719,534消防費9 715,904

3,630千円

3,630千円

　１項　消防費

　９款　消防費

336,587 695,044計 44,696313,761358,457

計

 千円  千円

　１項　商工費

　７款　商工費

補　正　額　の　財　源　内　訳

 千円  千円  千円

款　項　目 補　正　額補正前の額
一般財源

 千円 千円

特　　　　定　　　　財　　　　源

国県支出金 その他地方債

358,457千円

358,457千円

３　歳出
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　　14 使用料及び賃借料 3,828

　　７款　商工費　　９款　消防費　１０款　教育費

　　　小学校情報機器保守管理業務委託料 7,651
　　13 委託料 7,651

借料
使用料及び賃 3,82814

45,31814,839  1 学校ＩＣＴ整備事業［小学校］
〇教育総務課

　　　消耗品費 3,000

委託料 7,65113

　　11 需用費 3,000
108,7463,000  1 学校施設維持管理事業［小学校］

需用費 3,00011 〇教育総務課

　　　消耗品費 3,630
　　11 需用費 3,630

5,5623,630  1 災害用備蓄品整備事業
需用費 3,63011 〇交通防災課

　　　提案事業助成金 10,000
　　19 負担金、補助及び交付金 10,000

10,000  5 提案事業助成金支給事業［緊急経済対策］
　　　雇用調整助成金申請支援補助金 10,000
　　19 負担金、補助及び交付金 10,000

10,000
  4 雇用調整助成金申請支援補助金支給事業［緊急経済対策］
　　　事業継続支援給付金 130,000
　　19 負担金、補助及び交付金 130,000
　　　手数料 245
　　　通信運搬費 212
　　12 役務費 457

130,457
  3 事業継続支援給付金支給事業［緊急経済対策］
　　　新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金 180,000
　　19 負担金、補助及び交付金 180,000

 千円 千円

既定事業費
区　　分

節

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

千円
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53,997 75,000予備費 75,000 128,997

75,000

1

75,000 128,997予備費14 53,997

75,000千円

75,000千円

　１項　予備費

１４款　予備費

1,407,707 1,409,609計 1,9021,902

務費
1 243,156 1,9021,902 245,058社会教育総

1,9021,902 1,409,609社会教育費4 1,407,707

1,902千円

29,272千円

　４項　社会教育費

１０款　教育費

239,425 248,956計 6,5263,0059,531

2,030
国庫支出金

2 61,840 5,5012,0307,531 69,371教育振興費

975
国庫支出金

1 177,585 1,0259752,000 179,585学校管理費

6,5263,0059,531 248,956中学校費3 239,425

9,531千円

29,272千円

　３項　中学校費

１０款　教育費

340,891 358,730計 13,1094,73017,839

計

 千円  千円

　２項　小学校費

１０款　教育費

補　正　額　の　財　源　内　訳

 千円  千円  千円

款　項　目 補　正　額補正前の額
一般財源

 千円 千円

特　　　　定　　　　財　　　　源

国県支出金 その他地方債

29,272千円

17,839千円
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　１０款　教育費　１４款　予備費

　　　消耗品費 1,902
　　11 需用費 1,902

3,0461,902  1 生涯学習課庶務事務
〇生涯学習課需用費 1,90211

　　　学校用備品購入費 2,100
　　18 備品購入費 2,100

2,10018 　　　パソコン等借上料 1,812備品購入費
　　14 使用料及び賃借料 1,812
　　　中学校情報機器保守管理業務委託料 3,619
　　13 委託料 3,619

借料
使用料及び賃 1,81214

25,6287,531  1 学校ＩＣＴ整備事業［中学校］
〇教育総務課

　　　消耗品費 2,000

委託料 3,61913

　　11 需用費 2,000
87,8062,000  1 学校施設維持管理事業［中学校］

〇教育総務課需用費 2,00011

　　　学校用備品購入費 3,360
　　18 備品購入費 3,360

3,36018 　　　パソコン等借上料 3,828備品購入費

 千円 千円

既定事業費
区　　分

節

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

千円
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○令和２年度債務負担行為内訳表

（変更）

事　　　項
変更前
限度額

千円

1 パソコン借上料 174,218

・

・

2 各種保守点検業務委託 117,385
・

・
202,715

小学校情報機器保守管理業務（教育総務課）（57,929千円）

中学校情報機器保守管理業務（教育総務課）（27,401千円）

変更後
限度額

内 訳

千円

216,908

小学校情報機器（タブレット端末）借上げ（教育総務課）（28,977千円）
小学校6校　729台
中学校情報機器（タブレット端末）借上げ（教育総務課）（13,713千円）
中学校4校　345台
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議案第８号  

多賀城市立図書館運営審議会委員の人事について  

このことについて、下記のとおり委嘱する。  

記  

区分  発令年月日  氏名  現職等  

委嘱  令和２年６月１日  丸 田  浩 之 多賀城小学校校長  

委嘱  令和２年６月１日  橋 元  伸 二 多賀城中学校校長  

委嘱  令和２年６月１日  内 海  景 子 山王小学校教諭  

委嘱  令和２年６月１日  金 田  裕 美 第二中学校教諭  

委嘱  令和２年６月１日  村 上  秀 典 多賀城市私立幼稚園連合会会長

委嘱  令和２年６月１日  五代儀  良子 社会教育委員  

委嘱  令和２年６月１日  千 葉  則 敏 宮城県図書館企画管理部長  

委嘱  令和２年６月１日  宮 城  裕 子 図書館ボランティア  

委嘱  令和２年６月１日  佐々木  優美 家庭文庫主宰  

委嘱  令和２年６月１日  渡 辺  豊 元新聞記者  

令和２年５月２６日提出  

多賀城市教育委員会  

教育長 麻生川 敦  
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議案第８号関係資料

多賀城市立図書館運営審議会委員名簿 

任期 令和２年６月１日～令和４年５月３１日 

NO 氏名 職 条例による位置付け 備考 

1 丸 田  浩 之 多賀城小学校校長 学校教育関係者 

2 橋 元  伸 二 多賀城中学校校長 学校教育関係者 

3 内 海  景 子 山王小学校教諭 学校教育関係者 

4 金 田  裕 美 第二中学校教諭 学校教育関係者 

5 村 上  秀 典 多賀城市私立幼稚園連合会会長 学校教育関係者 

6 五代儀 良子 社会教育委員 社会教育関係者 

7 千 葉  則 敏 宮城県図書館企画管理部長 社会教育関係者 

8 宮 城  裕 子 図書館ボランティア 
家庭教育の向上に資す

る活動を行う者 

9 佐々木 優美 家庭文庫主宰 学識経験者 

10 渡 辺  豊 元新聞記者 
その他教委員会が必要と

認める者

○委員の構成 

学校教育関係者 5 

社会教育関係者 2 

家庭教育の向上に資する活動を行う者 1 

学識経験者 1 

その他教委員会が必要と認める者 1 

計 10 

～ 多賀城市立図書館運営審議会条例（抜粋） ～

（組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する. 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

 (1) 学校教育及び社会教育に関係する者 

 (2) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

 (3) 学識経験のある者 

 (4) 前３号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。
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